
越前市

１．予算の規模
(単位：千円)

補 正 前 補 正 額 補 正 後

① ② ③

一 般 会 計 32,331,200 807,000 33,138,200 

特 別 会 計 18,455,250 △ 88,634 18,366,616 

企 業 会 計 2,504,563 △ 83,825 2,420,738 

53,291,013 634,541 53,925,554 計 1.2 

伸び率(％)

2.5 

△ 0.5 

②／①

平成２３年度３月補正予算の概要

　本年度の３月補正予算は、記録的な寒波による降雪により、道路除雪対策費並びに狭

隘道路の除雪費用としての地域自治振興事業交付金を追加計上するほか、国の補正予算

を活用した防災行政無線整備事業費を計上するなど、地域防災力の充実強化に資する予

算を計上した。一方、次年度からの電源立地地域対策県交付金の延期や学校施設耐震化

推進計画の改定等に伴う財源を確保するため、所要の基金積立を行った。

　その結果、一般会計の補正額は８億７００万円となり、補正後の一般会計予算総額

は、補正前に比べ２．５％の伸びとなった。

会 計 別

△ 3.3 



２．一般会計補正予算の内訳

 （１） 歳出予算の主な内訳

(単位：千円)

補 正 額 補 正 後
予 算 額

（１）元気な産業づくり

280,000 280,770 

（２）元気な人づくり

△ 266,713 1,711,039 

43,300 1,510,300 

100,000 100,370 

（３）快適で住みよいまちづくり

23,766 154,500 

89,907 307,907 

191,000 255,487 

（４）安全で安心なまちづくり

17,600 27,933 

（５）市民が主役のまちづくり

4,100 243,291 

32,376 181,593 

○

○

○

○

ま ち づ く り の ５ つ の 柱 事 業 の 概 要 等

○

○

○

【拡】公共交通対策事業

受け入れ児童数の増加に伴う委託費の追加

子ども手当更正減　△267,862千円　ほか子ども手当支給事業

民間保育園運営委託事業

○ 【拡】産業振興・環境保
全基金事業

産業振興・環境保全基金積立金
　企業立地促進補助金に充当を予定していた電源立
地地域対策県交付金の延期への対応

地方バス路線活性化推進補助金　25,651千円　ほか
 池田線、南越線（和紙の里）、王子保河野海岸線、武生越前海
岸線、白山線、池田線（入谷）、南越線（赤坂）

【拡】県営街路整備事業

【拡】地域自治振興事業 地域自治振興事業交付金追加分
　狭隘道路除雪費用増加のため

県営街路整備事業負担金追加分
　都市計画道路　戸谷片屋線

【拡】道路除雪対策事業

○
【拡】教育委員会事務局
運営事業（学校施設耐震
化推進基金積立金）

学校施設耐震化推進基金積立金
　学校施設耐震化率を90％から100％に引き上げる
ために必要となる財源の積立

除雪業務委託料追加分　189,000千円　ほか

【拡】まちづくり事業基
金事業 ふるさと納税寄附金をまちづくり事業基金に積立

防災行政デジタル無線の整備
　可搬型　44台（地区拠点基地、広域避難場所、今
立総合支所に配置予定）

○

【新】防災行政無線管理
事業
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補 正 額 補 正 後
予 算 額

ま ち づ く り の ５ つ の 柱 事 業 の 概 要 等

（６）地方分権に対応した行財政運営

560,000 562,676 

【新】は、新規事業を指す。

【拡】は、事業の拡充を指す。

●財政調整基金 (単位：千円)
23 年 度 末

繰入金 積立金 現在高見込

0 562,676 3,239,315 

●産業振興・環境保全基金 (単位：千円)
23 年 度 末

繰入金 積立金 現在高見込

119,018 282,770 933,752 

※　地球温暖化防止対策事業にて2,000千円の積立金あり

●学校施設耐震化推進基金 (単位：千円)
23 年 度 末

繰入金 積立金 現在高見込

114,500 100,370 410,381 

財政調整基金積立金○ 【拡】財政調整基金事業

424,511 

22年度末現在高
23年度

22年度末現在高
23年度

770,000 

2,676,639 

22年度末現在高
23年度
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 （２） 歳入予算の主な内訳
(単位：千円)

補 正 額 補 正 後
予 算 額

・法人市民税 ( 1,403,870 ⇒ 2,303,870 ) 900,000

・たばこ税 (   400,000 ⇒   480,000 ) 80,000

地 方 交 付 税 50,000 5,646,620 ・特別交付税 (   950,000 ⇒ 1,000,000 ) 50,000

・公立保育園運営費負担金 10,300

・私立保育園運営費負担金 15,300 ほか

△ 242,924

△ 63,853

5,866

△ 26,000 ほか

・子ども手当県負担金 △ 12,470

・住宅手当緊急特別措置事業県補助金 △ 4,600

△ 3,800 ほか

財 産 収 入 10 438,200 10

寄 附 金 6,300 31,801 ・ふるさと納税寄附金 4,100 ほか

繰 入 金 32,376 344,965 ・地域自治振興基金繰入金 32,376

・過年度民有林造林事業補助金返還金 5,379

・老人保健医療給付費過誤等返納金 17,973 ほか

・児童福祉施設整備事業債 △ 28,500

・街路整備事業債 89,900

・防災基盤整備事業債 11,700 ほか

歳 入 合 計 807,000 

（単位：千円）
16,600,000

1,079,500

△44,900 

1,034,600

4,273,600

1,282,200

6,590,400

10,009,600

980,000 

・市町村合併特別国庫交付金

市 債 41,600 3,693,900 

12,877,305 

3,363,510 

2,513,279 

分担金及び負担金 24,997 

区 分 主　　な　　内　　訳

・子ども手当国庫負担金

△ 28,541 

国 庫 支 出 金 △ 323,678 

・妊婦健診費無料化事業県補助金

県 支 出 金

市 税

717,217 

・消防防災通信基盤整備費国庫補助金

・社会資本整備総合交付金
　（補助公園整備事業分外）

諸 収 入 23,936 836,060 

・ひとり親家庭福祉推進資金貸付基金運用利子

【参考】合併特例債

発行可能額　①

平成23年度予算現額(Ａ)

3月補正額(Ｂ)

差引発行可能額　①－②

小　　計(Ｃ)＝(Ａ)＋(Ｂ)

平成22年度末発行額(Ｄ)

平成22年度繰越分(Ｅ)

合　計　②＝(Ｃ)＋(Ｄ)＋(Ｅ)
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３．特別会計、企業会計 歳出の主な内訳
(単位：千円)

補 正 額 補 正 後
予 算 額

△ 58,700 2,499,541 

△ 100,492 275,427 

△ 85,788 7,542,410 

140,287 6,447,215 

－ 358,918 

16,059 803,929 

△88,634 

△ 83,825 2,295,141 

収 益 的 支 出 △ 17,696 1,653,618 

資 本 的 支 出 △ 66,129 641,523 

△83,825 

会 計 名 主 な 内 訳

下 水 道

（公共下水道勘定）

浄化センター維持管理費　　△16,300
管渠築造事業　　　　　　　△17,700
処理場築造事業　　　　　　△28,100 ほか

特 別 会 計 合 計

水 道 事 業

企 業 会 計 合 計

漏水調査委託費　　　　　△8,580
受託工事費（公共下水）　△7,600　ほか

下水道関連工事費　　　　△24,269
戸谷片屋線関連工事費　　△41,860

後 期 高 齢 者 医 療 後期高齢者医療広域連合納付金　　17,855　ほか

下 水 道
（ 特 定 環 境 保 全
公 共 下 水 道 勘 定 ）

補助管渠築造事業　　△90,000
単独管渠築造事業　　△11,500　ほか

国 民 健 康 保 険

（ 事 業 勘 定 ）

高額医療費共同事業拠出金　　　  △29,000
保険財政共同安定化事業拠出金　　△53,000　ほか

介 護 保 険
居宅介護サービス給付費　　 　146,800
施設介護サービス給付費　　　△35,800
地域密着型介護サービス給付費　49,500　　ほか

今 立 工 業 団 地 繰越明許費
　今立工業団地管理事業　5,900千円
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